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1. 総論
（1） 基本方針

施設・事業所としての災害対策に関する基本方針を記載する。

	〇当施設の業務継続計画の基本方針は、次のとおりとする。
　　入所者、利用者及び職員の安全を確保する。
　　サービスを可能な限り継続する。
　　発災時において福祉避難所の開設及び運営を行い、原則として市の要請に基づき受け入れるが、地域住民にかかる避難支援者の一時避難受入れを可能な限り行う。


＊法人本部の基本方針と同じであれば、それらを記載しても構わない。

（2） 推進体制

平常時の災害対策の推進体制を記載する。

	主な役割

部署・役職

氏名

補足

BCP推進責任者
施設長
〇〇　〇〇
事務長
BCP推進副責任者
事務長
〇〇　〇〇
施設長
推進員(入所者・利用者対応)
入所担当課長
〇〇　〇〇
入所担当係長
推進員(家族対応)
入所担当係長
〇〇　〇〇
入所担当
推進員(総務・経理)
総務課長
〇〇　〇〇
総務係長
推進員(その他)
総務係長
〇〇　〇〇
総務担当



（3） リスクの把握

1 ハザードマップなどの確認

施設・事業所が所在するハザードマップ等を掲載する（多い場合は別紙として巻末に添付する）。

	
[image: image1.png]



※松阪市洪水ハザードマップより引用、白丸部分が施設位置(架空)
松阪市が公開している「洪水ハザードマップ」において、想定しうる最大規模の降雨による洪水浸水想定区域図である。
マップ上、当事業所の位置は、1m～3mの浸水が想定される地域となっている。また、浸水した場合の浸水継続期間は、2日程度と想定される。
洪水ハザードマップどおりの浸水が発生した場合、電気、ガス、水道及び施設内電子機器類は、2日程度停止することが想定される。また、浸水に伴い、PC、テレビ、冷蔵庫等の一部の電子機器、電化製品は浸水した場合、使用できなくなる可能性が高い。


【自施設で想定される影響】

　自治体発表の被災想定から自施設の設備等を勘案のうえ記載する。また、時系列で整理することを推奨する。

	当日

2日目

3日目

4日目

5日目

6日目

7日目

8日目

9日目

電力

自家発電

復旧

→

→

→

→

→

→

ガス

ガスコンロ等

復旧

→

→

→

→

→

飲料水

ペットボトル、給水車

復旧

→

→

→

生活用水

貯水槽等
復旧

→

→

→

→

電話等通信

復旧

→

→

→

→




（4） 優先業務の選定

1 優先する事業

複数の事業を運営する施設・事業所では、どの事業（入所、通所、訪問等）を優先するか
（どの事業を縮小・休止するか）を法人本部とも連携して決めておく。

	＜優先する事業＞

（１）老人保健施設の運営
（２）すでに利用されている短期入所の継続滞在
（３）居宅介護支援事業
＜当座停止する事業＞

（１）短期入所の新規受付
（２）

（３）


2 優先する業務

上記優先する事業のうち、優先する業務を選定する。

	優先業務
必要な職員数
朝
昼
夕
夜間
与薬介助
4　人
4　人
4　人
4　人
排泄介助
6　人
6　人
6　人
6　人
食事介助
6　人
6　人
6　人
6　人
リハビリ
4　人
4　人
4　人
4　人
設備確認
1　人
1　人
1　人
1　人



（5） 研修・訓練の実施、ＢＣＰの検証・見直し

1 研修・訓練の実施

	〇BCP推進責任者である施設長は、この計画作成後、速やかに職員全員に周知するとともに、有事の際、効果的に対応できるよう、以下に基づき研修を実施または実施
促す。

研修の名称
時期等
対象者
内容等
定期研修
年1回

全職員
施設長等BCP推進者が講師となり計画説明
フォローアップ
年1回

役職者

オンラインによるBCP継続の必要性説明

＊訓練が一過性で終わらず、継続して実施することを担保する。


2 ＢＣＰの検証・見直し

評価プロセス（●●委員会で協議し、責任者が承認するなど）や定期的に取組の評価と改善を行うことを記載する。

	施設BCP推進委員会により取組状況、課題の報告及び業務継続計画の見直しについて、年１回以上協議し、BCP推進責任者の承認を得る。


＊継続してＰＤＣＡサイクルが機能するよう記載する。
2平常時の対応

（1） 建物・設備の安全対策

1 人が常駐する場所の耐震措置
　　

	場所
	対応策
	備考


	施設全体
	新耐震基準(昭和56年)以前か確認
	建築年を確認


　　当施設は、平成23年建築のため、新体制基準をも満たす建物である。

2 設備の耐震措置
　　
	対象
	対応策
	備考

	事務所ロッカー1
	耐震金具、突っ張り棒で固定
	設置済

	事務所ロッカー2
	耐震金具、突っ張り棒で固定
	設置済

	事務所本棚
	耐震金具、突っ張り棒で固定
	設置済

	事務所金庫
	耐震金具で固定
	設置済

	男性更衣室ロッカー1
	耐震金具、突っ張り棒で固定
	設置済

	男性更衣室ロッカー2
	耐震金具、突っ張り棒で固定
	設置済

	女性更衣室ロッカー1
	耐震金具、突っ張り棒で固定
	設置済

	女性更衣室ロッカー2
	耐震金具、突っ張り棒で固定
	設置済

	窓ガラス
	飛散防止フィルム貼り付け
	一部貼付済


　　飛散防止フィルムについては、事務室のみ設置のため、残りは数年に分けて貼付け。

設備等に関しては、定期的な日常点検を実施する。
3 水害対策
　　
	対象
	対応策
	備考

	浸水箇所の有無確認
	総務課での月1点検
	実施中

	外壁のひび割れ、欠損
	業者による年1点検
	未実施

	外壁、屋根の留め具のゆるみ等
	業者による年1点検
	未実施

	側溝の落ち葉やごみ
	総務課での月1点検
	実施中

	災害発生時の事務所移転
	
	未検討

	パソコン、タブレット等移動
	
	一部未検討


業者による点検については未実施。施設の老朽化も懸念されるので、実施を検討。
浸水時は1階部分が利用できない恐れがあるので、その際は2階以上にスペースを確保する必要があるものの、検討していない。PC等については、日ごろから持ち運びが容易なノートPCに切り替えている途中。
（2） 電気が止まった場合の対策

被災時に稼動させるべき設備と自家発電機もしくは代替策を記載する。
	稼働させるべき設備
	自家発電機もしくは代替策

	酸素濃縮器
	酸素ボンベに切り替え→自家発電機

	吸引機
	自家発電機

	携帯、タブレット充電
	ソーラー充電

	浴槽への貯水
	蓄電に余裕があれば実施

	ラジオ
	乾電池

	照明
	自家発電機→懐中電灯


　　　極力、入所者、職員にストレスをかけさせないよう工夫が必要。
そのためには、情報の収集が必要不可欠である。ラジオについても乾電池の予備を備える。また、PC、スマホについても蓄電状況が50%を切らないよう、徹底していく。万が一、PCの電源がダウンしてしまうことを加味し、紙媒体で記録がとれるよう、用紙、筆記用具を備えておく。

懐中電灯は、充電式のを部屋ごとに備えておく。
（3） ガスが止まった場合の対策

被災時に稼動させるべき設備と代替策を記載する。
	稼働させるべき設備
	代替策

	調理器具
	カセットコンロ及びカセットボンベ

	暖房器具
	毛布、布団、使い捨てカイロ、湯たんぽ

	給湯設備
	入浴を中止し、清拭に切り替え


当施設はプロパンガスであるため、停電しても使えるが、有事に備え、イベントにも使えるカセ　　ットコンロ及びカセットボンベを常備しておく。なお、換気に気を付けて使用していく。
食器は水で洗浄できないことを加味し、使い捨てもしくはラップ等で覆う。
暖房器具が使えない場合、毛布等の寝具で対応していく。
入浴は、清拭で対応していく。

（4） 水道が止まった場合の対策

被災時に必要となる飲料水および生活用水の確保を記載する。

1 飲料水
	    被災した時期にもよるが、最大の入所者×3日分の飲料水を確保する。また、職員用飲料水は自宅から持参を基本とするが、有事の際、確保できないことを鑑み、10人分を加える。
1人当り1日の飲料が3リットルと仮定し、3リットル×50人(最大入所者＋職員)×3日=450リットル(2リットルペットボトル225本分)以上の飲料水を確保する。


すべて災害用の飲料水とするのが望ましいと考えられるが、割高であること、また、一部はイベ　　ント等でも使用することから、災害用と通常の飲料水を併用しつつ、賞味期限が近づいている飲料水を優先して使用する。
貯水車が来た際に貯水できるよう、ポリタンク等を備える。

2 生活用水
	可能な限り貯水槽から浴槽等へ移し、トイレや手洗い、清拭に用いる。


飲料水としては用いないものの、トイレ(流水)、手洗い等、清潔を保つため、必要最低限活用する。
貯水槽にある容量が使える水として考え、3～5日分で使う計算で利用していく。
トイレが使えない場合に備え、ダンボールトイレやウエットティッシュを常備する。

（5） 通信が麻痺した場合の対策

被災時に施設内で実際に使用できる方法(携帯メール)などについて、使用可能台数、バッテリー容量や使用方法等を記載する。

→　携帯電話／携帯メール／ＰＨＳ／ＰＣメール／ＳＮＳ等
	社用のスマホ(携帯電話)は、使用中以外は常にバッテリーを充電しておき、50%を下回らないように備えておく。
また,、有事の際の報告等、連絡先について見やすい位置に掲示するなど、極力、ロスのない方法で行う。
自家発電活用中の充電については最低限とし、連絡先とのやりとりと情報収集のために用いる2台は確保しておく。


有事の際、法人間の事業所によって、被災状況が異なることもあるなか、どのように連絡を取り合うのか、について、法人内でも話し合いを行う。
自家発電も容量にに限りがあるので、極力、充電は最小限にとどめる。

（6） システムが停止した場合の対策

電力供給停止などによりサーバー等がダウンした場合の対策を記載する（手書きによる事務処理方法など）。

浸水リスクが想定される場合はサーバーの設置場所を検討する。

データ類の喪失に備えて、バックアップ等の方策を記載する。
	クラウド等へバックアップが可能なシステムを選定し、有事でPCが壊れたとしても次につながるシステムを採用する。
サーバーでの保存については、浸水の可能性が少ない2階以上に設置する。

システム停止時でも極力電子化(メモ機能等)で対応することとし、不測の事態に備え、紙媒体で記録ができるよう、職員に周知していく。


　　不測の事態に備え、浸水等でPCが破損することも想定し、保存機能は安全な方法を用い、システム復旧時は容易に再開できるよう、2階以上のスペースを確保していく。

衛生面（トイレ等）の対策

被災時は、汚水・下水が流せなくなる可能性があるため、衛生面に配慮し、トイレ・汚物対策を記載する。

1 トイレ対策

【利用者】
	電気、水道とも止まってしまい、手動水洗にするが、それでも流せない状況となった場合、汚物であふれさせないためにもただちに「使用中止」を張り紙等で周知するともにダンボールトイレ等、簡易トイレの利用となることをアナウンスする。

また、簡易トイレ設置でもプライバシーに配慮し、排泄後は消臭凝固剤などにより、後始末する。また、排せつ物などは消臭凝固剤等で処分する。


【職員】　
	基本的に利用者と同じ。


2 汚物対策

排泄物や使用済みのオムツなどの汚物の処理方法を記載する。
	使用済オムツ等汚物については、処理方法特に場所について臭いで入所者や職員が気にならないところに集めておくこと。


（8） 必要品の備蓄

被災時に必要な備品はリストに整理し、計画的に備蓄する（多ければ別紙とし添付する）。定期的にリストの見直しを実施する。備蓄品によっては、消費期限があるため、メンテナンス担当者を決め、定期的に買い替えるなどのメンテナンスを実施する。

【飲料・食品】　
	品名
	入数
	数量
	賞味期限等
	保管場所
	確認担当

	アルファ米
	25食
	10セット
	R〇年〇月
	2階倉庫
	〇〇

	白かゆ
	10食
	10セット
	R〇年〇月
	2階倉庫
	〇〇

	栄養補助食品
	10食
	10セット
	R〇年〇月
	2階倉庫
	〇〇

	ペースト食品
	8食
	10セット
	R〇年〇月
	調理室倉庫
	〇〇

	パウチ(野菜)
	10食
	10セット
	R〇年〇月
	調理室倉庫
	〇〇

	パウチ(カレー)
	10食
	10セット
	R〇年〇月
	調理室倉庫
	〇〇

	飲料水(短期)
	2ℓ×6本
	8セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	飲料水(短期)
	2ℓ×6本
	8セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	飲料水(短期)
	2ℓ×6本
	8セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	飲料水(長期)
	2ℓ×6本
	7セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	飲料水(長期)
	2ℓ×6本
	7セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇


【医薬品・衛生用品・日用品】　
	品名
	入数
	数量
	使用期限
	保管場所
	確認担当

	ばんそうこう
	12枚
	5箱
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	ガーゼ
	3m
	3束
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	消毒液
	500ml×6箱
	2セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	使い捨て手袋
	100双
	10セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	ごみ袋(可燃)
	10枚
	15セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	ウエットティッシュ
	80枚
	10セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	紙おむつ(S)
	10枚
	5セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	紙おむつ(M)
	10枚
	10セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	紙おむつ(L)
	10枚
	15セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	簡易トイレ
	6
	3セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	消臭凝固剤
	30個
	10セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	排泄用袋
	20枚
	10セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	おしりふき
	70枚
	10セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	紙コップ
	100個
	10セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	使い捨てスプーン
	100本
	10セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	使い捨てフォーク
	100本
	10セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	使い捨てカイロ
	20個
	10セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	ガスボンベ
	3本
	10セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	使い捨て毛布
	5枚
	6セット
	R〇年〇月
	3階倉庫
	〇〇

	ティッシュ
	5箱
	20セット
	R〇年〇月
	事務室横倉庫
	〇〇

	ラップ
	3m
	8本
	R〇年〇月
	調理室倉庫
	〇〇

	不織布マスク
	50枚
	10セット
	R〇年〇月
	事務室横倉庫
	〇〇

	ガウン
	5枚
	10セット
	R〇年〇月
	事務室横倉庫
	〇〇

	ゴーグル
	
	10個
	－
	事務室横倉庫
	〇〇


【備品】　
	品名
	数量
	保管場所
	メンテナンス担当

	ガスコンロ
	3基
	調理室倉庫
	〇〇

	扇風機
	3台
	事務室横倉庫
	〇〇

	懐中電灯
	25本
	各部屋、事務室
	〇〇

	ラジオ
	2個
	事務室
	〇〇

	ポリタンク
	20ℓ×10枚
	事務室横倉庫
	〇〇

	小型蓄電器
	1基
	事務室横倉庫
	〇〇

	湯たんぽ
	5個
	事務室横倉庫
	〇〇


（9） 資金手当て

　　　災害に備えた資金手当て（火災保険など）を記載する。

緊急時に備えた手元資金等（現金）を記載する。　
	災害時に備えた保険・手許金は、以下のとおり
　
種類
保険会社
担当者
内容
地震保険
〇〇保険相互
〇〇〇
〇〇の場合〇〇〇〇万円…
火災保険
○○生命
〇
〇〇の場合〇〇〇〇万円…
総合保険
〇〇損保
〇〇
〇〇の場合〇〇〇〇万円…
現金

事務室金庫　〇〇〇万円




　＊地震保険の保険契約については地域によって制限がある緊急時の対応
（1） ＢＣＰ発動基準

地震の場合、水害の場合等に分けてBCPを発動する基準を記載する。　
	【地震による発動基準】

施設長は、当施設が所在する松阪市周辺において、震度〇以上の地震が発生した場合において、当施設の入所者の安否確認を行うとともに、建物・設備の被災状況、インフラの稼働状況を確認する。それにより、必要と判断した場合は、対策本部を設置し、BCPを発動する。
なお、施設長不在の場合、事務長がこれを代理する。
【水害による発動基準】

施設長は、当施設が所在する松阪市周辺において、台風、大雨等により、当施設が浸水害を受けた場合において、入所者の安否確認を行うとともに、建物・設備の被災状況、インフラの稼働状況を確認する。それにより、必要と判断した場合は、対策本部を設置し、BCPを発動する。

なお、施設長不在の場合、事務長がこれを代理する。


また、管理者が不在の場合の代替者も決めておく。

	管理者
	代替者①
	代替者②

	〇〇　〇〇(施設長)
	〇〇〇　〇〇(事務長)
	〇　〇〇(総務課長)


（2） 行動基準

発災時の個人の行動基準を記載する。　
	1 入所者及び職員の安全確保ならびに生命維持を最優先した行動を最優先する。
なお職員は、自分と家族の安否・安全を確保できた場合に出勤する。
2 二次被害への対策
3 地域との連携、関係機関との連携
4 情報発信(被災状況、受入れ可能状況等)
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出典:鍵谷一編著　「介護サービスの業務継続計画(BCP)策定のポイント」(一部追加)



（3） 対応体制

対応体制や各班の役割を図示する。代替者を含めたメンバーを検討し、記載する。

	当施設の対応体制は、次のとおりとする。
　
【対策本部】　本部長=施設長(代替者:事務長)

【総務班】　班長=総務課長
　　→全体の取りまとめ、情報収集・発信、資金確保・施設管理、取材対応
【避難誘導班】　班長=事務長代理
　　→入所者の安全確保、避難誘導
【物資班】　班長=総務係長
　　→食料、飲料水等の調達、在庫管理

【救護班】　班長=看護主任　　
　　→負傷者の看護、手当、バイタル、搬送



（4） 対応拠点

緊急時対応体制の拠点となる候補場所を記載する（安全かつ機能性の高い場所に設置する）。

	第１候補場所
	第２候補場所
	第３候補場所

	2階準備室
	2階大ホール
	3階倉庫


（6） 職員の参集基準

発災時の職員の参集基準を記載する。なお、自宅が被災した場合など参集しなくてもよい場合についても検討し、記載することが望ましい。

	施設長から課長以上は、松阪市にて震度5弱、水害の場合は市内〇〇川流域で警戒レベル3の発令があった場合、参集する。
全職員の参集にあっては、松阪市にて震度5強、水害の場合は市内〇〇川流域においてで警戒レベル4の発令があった場合参集するが、まず、自分自身や家族の身の安全を確保したうえでとする。


（7） 施設内外での避難場所・避難方法

地震などで一時的に避難する施設内・施設外の場所を記載する。また、津波や水害などにより
浸水の危険性がある場合に備えて、垂直避難の方策について検討しておく。

【施設内】

	
	第１避難場所
	第２避難場所

	避難場所
	2階大ホール
	2階準備室

	避難方法
	階段で。
昇降が無理な場合、担架等で釣り上げて移動。
天井からの落下物に注意。
	階段で。

昇降が無理な場合、担架等で釣り上げて移動。
天井からの落下物に注意。


【施設外】

	
	第１避難場所
	第２避難場所

	避難場所
	〇〇事業所
	〇〇小学校体育館

	避難方法
	同一法人のため相互関係にある。
また、300mと比較的近い。
	道を隔てて立っており、かなり近い。


（8） 重要業務の継続

優先業務の継続方法を記載する（被災想定（ライフラインの有無など）と職員の出勤と合わせて時系列で記載すると整理しやすい）。

	当施設における重要業務の継続は、次のとおり
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（9） 職員の管理
1 休憩・宿泊場所

震災発生後、職員が長期間帰宅できない状況も考えられるため、候補場所を検討し、指定しておく。

	休憩場所
	宿泊場所

	各階フロア休憩室
	2休憩室

	2、3階空き部屋
	2、3階空き部屋


2 勤務シフト

震災発生後、職員が長期間帰宅できず、長時間勤務となる可能性がある。参集した職員の人数により、なるべく職員の体調および負担の軽減に配慮して勤務体制を組むよう災害時の勤務シフト原則を検討しておく。

	【災害時の勤務シフト原則】

出勤した人員をそれぞれの作業ごとで必要人員ふりわける。その後、随時休憩しながらまわしていく。


（10） 復旧対応

1 破損個所の確認

復旧作業が円滑に進むように施設の破損個所確認シートを整備し、別紙として添付しておく。

	＜建物・設備の被害点検シート例＞

2、3階空き部屋
対象
状況（いずれかに○）
対応事項/特記事項
建物・設備
躯体被害
重大／軽微／問題なし
エレベーター
利用可能／利用不可
電気
通電　／　不通
再開確認中
水道
利用可能／利用不可
再開確認中
電話
通話可能／通話不可
再開確認中
インターネット
利用可能／利用不可
再開確認中
・・・


建物・設備

（フロア単位）
ガラス
破損・飛散／破損なし
キャビネット
転倒あり／転倒なし
天井
落下あり／被害なし
床面
破損あり／被害なし
壁面
破損あり／被害なし
入口左側にクラック
照明
破損・落下あり／被害なし
エントランス
・・・




2 業者連絡先一覧の整備
円滑に復旧作業を依頼できるよう各種業者連絡先一覧を準備しておく。

	業者名
	連絡先
	業務内容

	〇〇電工(電気工事)
	〇〇－〇〇〇〇
	電気工事

	Ｎ〇Ｔ〇日本(電話)
	〇〇－〇〇〇〇
	電気供給

	〇〇ケーブルＴＶ(ネット)
	〇〇－〇〇〇〇
	ネット

	〇〇開発(建築工事)
	〇〇－〇〇〇〇
	建物建設

	〇〇硝子(ガラス工事)
	〇〇－〇〇〇〇
	ガラス工事

	〇〇ガス(ガス)
	〇〇－〇〇〇〇
	ガス供給先


3 情報発信（関係機関、地域、マスコミ等への説明・公表・取材対応）

公表のタイミング、範囲、内容、方法についてあらかじめ方針を定めて記載する。

	受入れが落ち着いたら、施設長が事後報告する。


4. 他施設との連携
（1） 連携体制の構築

1 連携先との協議

連携先と連携内容を協議中であれば、それら協議内容や今後の計画などを記載する。

	〇〇自治会との災害訓練の実施


2 連携協定書の締結

地域との連携に関する協議が整えば、その証として連携協定書を締結し、写しを添付する。

	別添


5.地域のネットワーク等の構築・参画
施設・事業所の倒壊や多数の職員の被災等、単独での事業継続が困難な事態を想定して、施設・事業所を取り巻く関係各位と協力関係を日ごろから構築しておく。地域で相互に支援しあうネットワークが構築されている場合はそれらに加入することを検討する。

【連携関係のある施設・法人】

	施設・法人名
	連絡先
	連携内容

	社会福祉法人〇〇〇
	〇〇－〇〇〇〇
	物的支援協定

	
	
	

	
	
	


【連携関係のある医療機関（協力医療機関等）】

	医療機関名
	連絡先
	連携内容

	〇〇クリニック
	〇〇－〇〇〇〇
	嘱託医

	
	
	

	
	
	


【連携関係のある社協・行政・自治会等】

	名称
	連絡先
	連携内容

	松阪市
	５３－４０５８
	福祉避難所設置・運営

	〇〇自治会
	〇〇－〇〇〇〇
	災害時の受入、運営補助

	
	
	


（2） 連携対応

1 事前準備

　　　連携協定に基づき、被災時に相互に連携し支援しあえるように検討した事項や今後準備すべき事項などを記載する。

	松阪市と災害協定を締結しており、被災後、当施設が受入れ可能な環境にあった場合、松阪市の要請に基づき、高齢者等を〇人受け入れることとする。
当法人は、社会福祉法人〇〇〇と相互協定を締結しており、当法人本部を通じ、物的支援の相互流用を行う。
当施設は、〇〇自治会と連携協定を締結しており、災害時において運営補助、要配慮者の入れ。
当施設は、災害時の協定が円滑に行えるよう、平時から関係を構築しておく。


入所者・利用者情報の整理

避難先施設でも適切なケアを受けることができるよう、最低限必要な利用者情報を「利用者カード」などに、あらかじめまとめておく。

	被災し、運営が困難となった場合を想定し、入所者の情報、「氏名、生年月日、住所、血液型、親族等連絡先、病名、服薬内容等」を記載したカードを作成し、事務室に備えておく。


2 共同訓練

連携先と共同で行う訓練概要について記載する。

	当施設を利用し、地域住民(〇〇自治会)との震度5を想定し、福祉避難所運営(発災後の受付～入所)のシミュレーションを行う。
震度5で被災したことを想定し、当施設が被災し、他の施設に受け入れてもらう必要がある場合、また、受け入れることになる場合を想定し、松阪市と社会福祉法人〇〇〇合同で連絡のやり取りのシミュレーションを行う。


5．地域との連携
（1） 被災時の職員の派遣
（災害福祉支援ネットワークへの参画や災害派遣福祉チームへの職員登録）

地域の災害福祉支援ネットワークの協議内容等について確認し、災害派遣福祉チームのチーム員
　としての登録を検討する。

	平時においては、地域内で行われる防災訓練等に参加するなど、関係性を維持する。
災害時において、地域内でも避難所が開設されるが、そこでの受け入れや移動が困難である場合の高齢者、乳幼児等の要配慮者にかかる受入について、体制が整い、松阪市との連携により、可能であれば受け入れていく。


（2） 福祉避難所の運営

1 福祉避難所の指定

福祉避難所の指定を受けた場合は、自治体との協定書を添付するとともに、受入可能人数、
受入場所、受入期間、受入条件など諸条件を整理して記載する。

社会福祉施設の公共性を鑑みれば、可能な限り福祉避難所の指定を受けることが望ましいが、
仮に指定を受けない場合でも被災時に外部から要援護者や近隣住民等の受入の要望に沿うこと
ができるよう上記のとおり諸条件を整理しておく。

	平時においては、災害に備え、食料、飲料水等の備蓄管理と災害で極力被災しないためにも施設管理を行う。
要配慮者にかかる受入については、松阪市からの要請に伴い、受入れを行うが、やむを得ず、地域内の要配慮者の受け入れ希望があった場合、体制がとれるのであれば、拒むことなく受入れる。


2 福祉避難所開設の事前準備

福祉避難所として運営できるように事前に必要な物資の確保や施設整備などを進める。
また、受入にあたっては支援人材の確保が重要であり、自施設の職員だけでなく、専門人材の
支援が受けられるよう社会福祉協議会などの関係団体や支援団体等と支援体制について協議し、
ボランティアの受入方針等について検討しておく。

	平時は定期的に訓練や講習を行い、職員の意識の高揚を図る。
物資についてはリスト化や賞味期限の管理を行っている。今後もこれを継続するとともに整理整頓に心がけていく。
受け入れるスペースがあっても人員不足で体制が整っていない場合がある。この時には、市を通じ、派遣を要請していく。
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